
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０４ ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまち
０５ 安全で強靭な水道の持続
０２ 強靭な水道の整備と維持

水道整備課総括主査  角掛　雄一

強靭な水道の整備と維持のため、管路更新計画の策定、老朽配水管更新の実施、重要給水施設配水管路の耐震化、漏水調査

の実施と漏水修繕に取り組みます。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮

ら

し

漏水率

1 8.1 7.6 7 6.5 6.5 -
％ 8.7

0 - - - - 0.0

令和元年度
平成30年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

5212  配水管整備事業

管路耐震化率（導・送水管を除く）
1

25 33.1 34.1 35 35.9 0 0
％

32.1 0 - - - - -

5215  漏水対策事業

漏水率
2

6.8 7.2 7 6.8 6.6 0 0
％

7.7 0 - - - - -



策の実現に影響する社会環境変化

(３) 基本施策との関連性

３．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針
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常にコスト意識とリスク対応の意識を持ち漏水率低減を図り、有効率向上に努めます。

ありません。

老朽管更新及び配水

政

管整備時には、管路の

 

耐震化などの事業を実

 

施し、強靭な水道施設

 

を実現します。

「滝沢

 

市水道事業ビジョン」

策

や「水安全計画」など

:

の計画に基づき、配水

基

管などの現状把握を行

本

い、アセットマネジメ

施

ント

により更新計画を

策

行いながら、いつでも

:

安全に使うことのでき

施

る施設にします。また

 

、新たに整備するもの

 

については、災

害に強

 

くいつでも安心して使

 

うことのできる施設に

策

します。

(２) 基本

:

計画内の取り組みと方

施

針のうち、令和 2年

策

度の重点課題
施設の強

担

靭化を行うため、老朽

当

管更新事業と配水管整

職

備事業を推進します。

・

併せて、漏水調査を行

氏

います。

また、配水管

名

などの現状把握と配水

２

管に重要度や幹線、支

．

線などの位置づけを行

施

い、整備の優先順位を

策

決定します。

(３) 

の

基本計画内方針及び令

実

和 2年度重点課題に

現

基づく優先順位の考え

に

方
強靭化の各事業を実

向

施しながら、今後の整

け

備の方針性を決定する

て

現状把握と計画策定を

の

行います。

現状を認識する
(１) 施策目標の進捗状況分析

(２) 施



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)
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5212  配水管整備事業

377,000 373,000 1.1 183,000 216,000 0 776,000

5215  漏水対策事業

11,000 15,000 △26.7 20,000 20,000 0 51,000


